
 

１．審議事項（法令に基づき審議する事項）

（１）船員の最低賃金額の見直しについて

（２）事業の許可について

 ・船員派遣事業の許可（１１事業者）

 ・無料職業紹介事業の許可（１０事業者）　

（３）法令改正について

① 船員法の一部改正について審議(根拠法令：船員法)

②

③

２．報告事項（船員政策に係る重要事項）

船員に関し事業主が職場における妊娠、出産等に関する言動に起因する問題に関して雇用

(根拠法令：男女雇用機会均等法、育児・介護休業法）

船員派遣事業者及び無料職業紹介事業者として適正かを審議(根拠法令：船員職業安定法)

業種毎に設定されている特定最低賃金額の見直しについて審議 (根拠法令：最低賃金法)

船員部会の主な議題について（平成２８年度）

雇用保険法等の一部を改正する法律の施行に伴う国土交通省関係省令の整備等に関する

省令の制定について審議(根拠法令：育児・介護休業法)

 ・全国内航鋼船運航業（船員部会の下に専門部会を設置し審議）

 ・海上旅客運送業（船員部会の下に専門部会を設置し審議）

（５）平成２８年度船員労働安全衛生月間の実施状況について
      ９月に実施された月間の活動状況を報告

管理上講ずべき措置についての指針の制定等について審議

（３）船員法施行規則の一部を改正する省令案について

　　　船員の健康検査に不合格となる伝染病の新規追加等を報告

（４）船員派遣事業等フォローアップ会議について
      船員派遣事業者等への立入検査状況を報告した会議の結果報告

（１）平成２９年度海事関係予算（重要事項）等について
　　  船員関係を中心に海事関係予算の重要事項を報告。

　　　あわせて、平成２９年度海事関係税制改正についても報告。

（２）船員教育機関の卒業者の求人・就職状況等について
　　  学生の卒業後の進路状況等を報告
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